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◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所
議会事務局 22-1170 経営課 42-1130 市民サービス課 22-1111

施設課 42-1133 築館・志波姫保健推進室 22-1171
総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局
人事課 22-1159 医療管理課 21-5631 若柳総合支所
財政課 22-1115 栗原中央病院 21-5330 市民サービス課 32-2121
管財課 22-1116 若柳病院 32-2335 若柳・金成保健推進室 32-2126
税務課 22-1121 栗駒病院 45-2211 若柳・金成教育センター 32-2127
危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所
企画部 鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

企画課 22-1125 花山診療所 56-2013 栗駒・鶯沢保健推進室 45-2137
5222-54ータンセ育教沢鶯・駒栗5211-22室略戦住定　

  くりはら田園鉄道公園 24-7961 教育部
市政情報課 22-1126 教育総務課 42-3511 高清水総合支所
市民協働課 22-1164 学校教育課 42-3512 市民サービス課 58-2111

社会教育課 42-3514 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119
市民生活部 文化財保護課 42-3515

市民課 22-3211 一迫総合支所
環境課 22-3350 栗原文化会館 23-1234 市民サービス課 52-2111
　クリーンセンター 52-3080 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山保健推進室 52-2130
　くりはら斎苑 22-4121 図書館 21-1403 一迫・花山教育センター 52-2115
　衛生センター 33-2301
福祉事務所 22-1340 消防本部 瀬峰総合支所
社会福祉課 22-1340 総務課 22-1191 市民サービス課 38-2111
　はげまし学園 22-1623 警防課 22-8510 瀬峰・高清水教育センター 38-2127
介護福祉課 22-1350 予防課 22-1192
子育て支援課 22-2360 栗原消防署 22-8511 鶯沢総合支所
健康推進課 22-0370 　東分署 32-2621 市民サービス課 55-2111

　北分署 45-2109
農林振興部 　南出張所 59-2119 金成総合支所

農業政策課 22-1135 　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111
1002-44所張出野萩6311-22課産畜林農

農村整備課 22-1138 会計課 22-1143
放射性廃棄物等対策室 22-1172 志波姫総合支所

選挙管理委員会事務局 22-1122 市民サービス課 25-3111
商工観光部

産業戦略課 22-1220 監査委員事務局 42-1120 花山総合支所
1112-65課スビーサ民市1511-22課光観園田

　細倉マインパーク 55-3215 農業委員会事務局 42-1239
ジオパーク推進室 24-8836

建設部
建設課 22-1152
建築住宅課 22-1153
都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。



　日頃より、市政運営にご理解とご協力を賜り、感謝申し上げます。

　新たな時代の幕開けとなった令和元年度は、均衡ある栗原市へ向けて、

さらなる躍進をするため、以下の３本柱を中心に各種施策に取り組みました。

１．地域を活かした産業の強化“「まちの元気」”として、

　乗合デマンド交通の市内全地区での導入やバス運賃を１００円化し、地域

公共交通の更なる利便性向上を図ったほか、新たに発足した「新みやぎ農業

協同組合」をはじめ、各種団体や関係機関の皆さまと連携を図り、農業を

中心とした産業の強化を進めました。

２．医療・福祉・子育ての支援充実“「市民の安心」”として、

　乳幼児の育児用品購入助成、出生から１８歳までの医療費自己負担の

無料化などを引き続き実施したほか、若者定住の促進を目的とした住宅

分譲地の整備や、産婦人科小児科医院開設助成制度を創設し、子育て環境の

充実に向けて更なる歩みを進めました。

３．教育・伝統文化の向上“「子どもの未来・大人の安らぎ」”として、

　高齢者を中心とした様々な世代の市民が気軽に集まり交流できるよう、

『おとなの居場所づくり』としてモデル事業を実施したほか、『くりはら

市民大学』を開設し、生涯学習の推進と学びを生かした地域づくりの振興

を図りました。

　今後も「市民が創る　くらしたい栗原」の実現の

ため市政運営に邁進してまいりますので、市民の皆

さまのご理解とご協力をお願い申し上げます。

令和２年１１月

は じ め に

栗原市長

つく
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地方譲与税－国が国税を一定の基準によって地方に譲与するお金（自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）

地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（普通交付税、特別交付税）

国庫支出金－国が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

県 支 出 金－県が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金

(地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、

株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金)

依存財源～国や県の基準に基づいて得られるお金です～

市 税－市民税や固定資産税など、市民の方に納めていただくお金

分担金及び負担金－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただくお金（保育料など）

使用料及び手数料－公共施設を使用した時に支払う使用料や住民票を取得する時の手数料など

財産収入－市が所有する財産を貸し付けたり、売り払いしたことにより生じる収入

寄 附 金－金銭、その他の資産の贈与など

繰 入 金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金

繰 越 金－繰越事業の財源など、当該年度に繰り越されたお金

諸 収 入－他の収入科目に当てはまらない収入（預金利子や貸付金元利収入など）

自主財源～栗原市が自分の力で得られるお金です～

令和元年度   栗原市の会計決算報告令和元年度   栗原市の会計決算報告

３２０億５,１８１万円

２６億９８３万円

69.6%

30.4%
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人件費

７６億４,８００万円
17.3%

扶助費

５２億５,６２５万円
11.9%

公債費

５４億１,３１２万円
12.3%

普通建設事業費

５７億２,６４４万円
13.0%

災害復旧事業費

７億４,７２１万円
1.7%

物件費

６９億４,０６２万円
15.8%

維持補修費

５億６,４６９万円
1.3%

補助費等

３７億７,６７１万円
8.6%

積立金

１９億８６４万円
4.3%

投資及び出資金

８億４,２５９万円
1.9%

貸付金

４億４,７６５万円

1.0%
繰出金

４８億２,８０１万円
10.9%

義務的経費

投資的経費
６４億７,３６５万円

14.7%

その他経費

43.8%
１９３億８９１万円

歳出
（使ったお金）

性質別決算

 

令和２年第６回栗原市議会定例会において「令和元年度決算」が認定されました。 
市民の皆さんから納めていただいた税金や国・県からの補助金などの限られた財源を、皆さんの生活向上に

どのように使ったのか、一般会計を中心に決算の概要を報告します。 
なお、主要事業の決算状況については、１３ページ以降に掲載しておりますので、ご覧ください。 

人件費－議員や職員などに支払われる給与などの経費

扶助費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者を援助するための経費

公債費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費

義務的経費～支出が義務付けられている経費です～

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに

要する経費

災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧させるための経費

投資的経費～道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です～

物件費－賃金、旅費、委託料などの事務的経費

維持補修費－道路や公共施設などの効用を維持するための経費

補助費等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費など

積立金－特定の目的のために設けられた基金などに積み立てする経費

投資及び出資金－病院、水道事業会計への出資金など

貸付金－公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費

繰出金－他の特別会計への繰出などに要する経費

その他の経費～義務的経費、投資的経費以外の経費です～

41.5%
１８３億１,７３７万円
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議会費

２億７,４４２万円
0.6%

総務費

６１億６,３００万円

14.0%

民生費

１,０７億６,８８９万円
24.4%

衛生費

４９億３,６６３万円
11.2%

労働費

５,１９７万円
0.1%

農林水産業費

３６億４,２９５万円
8.3%

商工費

１６億１,２５３万円
3.7%

土木費

３６億９,８０５万円
8.4%

消防費

１５億１,６５２万円
3.4%

教育費

５２億８,９０９万円
12.0%

災害復旧費

７億３,２７６万円

1.6% 公債費

５４億１,３１２万円
12.3%

一般会計歳出の状況

歳出
（使ったお金）

目的別決算
１０７億６,８８９万円

議 会 費 －議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費

総 務 費 －全般的な管理事務・企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、

戸籍及び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に

関する経費、他の目的区分のいずれにも分別できない経費

民 生 費 －市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障がい者、高齢者、児童福祉、

生活保護及び災害救助関係の経費

衛 生 費 －衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、

し尿処理費などの経費

労 働 費 －失業対策及び雇用の拡大などに要する経費

農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、

畜産振興、林業振興及び水産業振興などの経費

商 工 費 －商工業振興や観光振興などの経費

土 木 費 －土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費

消 防 費 －災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費

教 育 費 －教育委員会、幼稚園、小・中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費

災害復旧費－災害によって生じた被害の復旧に要する経費

公 債 費 －市が借り入れた長期・短期の借入金の返済に要する経費

－ 3－



■各会計決算額 

■市の借金の状況 

■「地方公共団体財政健全化法」に基づく財政指標の公表 

 令和元度末現在における市の借金の残高の状況を一
般・特別・事業会計の３区分に分けてお知らせします。
 ３区分の合計で合併時（平成１６年度末）より２３８
億円減っています。 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて、市の財政状況を指標に表して議会に報告し、
市民の皆さんへ公表することとされています。 
 栗原市の令和元度決算における財政指標は次のとおりで、いずれも国が定めた基準を下回っています。 
  ※基準を上回った場合は、財政健全化計画などを定めることになります。 
 

◇実質赤字比率とは

一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を

示したもの。

◇連結実質赤字比率とは

一般会計、特別会計、事業会計など、すべての会計の赤字や

黒字を合算し、市全体としての赤字の程度を指標化したもの。

◇実質公債費比率とは

一般会計などの借金返済、他会計への繰出金のうち償還金に

充てたものなどを指標化し、資金繰りの危険度を示したもの。

◇将来負担比率とは

市が将来支払っていく可能性のある負担を現時点で指標化し、

市の財政を圧迫する可能性を示したもの。

◇資金不足比率とは

公営企業の資金不足を、料金収入の規模と比較して経営状態

を指標化したもの。

◇健全化判断比率①、②、③、④のいずれかが早期健全化基準

以上のとき

健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計

画」を議会の議決を経て定め、公表しなければなりません。

また、公営企業会計の場合、健全化判断比率⑤が基準以上の

とき、「経営健全化計画」を議会の議決を経て定め、公表しなけれ

ばなりません。

◇健全化判断比率①、②、③のいずれかが財政再生基準以上の

とき

再生判断比率を公表した年度の末日までに、「財政再生計画」を

議会の議決を経て定め、公表しなければなりません。

また、この場合災害復旧事業などを除き、地方債の発行ができま

せん。

区　　分 令和元年度末現在高

一 般 会 計 ４７１億３，１３２万円

特 別 会 計 ２１７億９，９２５万円

事 業 会 計 １９３億４，１１７万円

合　　　計 ８８２億７，１７４万円

歳入決算額 歳出決算額

４６０億３，２３２万円 ４４０億９，９９３万円

２４１億７，７８６万円 ２３６億４，７６８万円

国民健康保険特別会計（事業勘定） ８１億８，６１９万円 ８０億７，５８３万円

介護保険特別会計 １０４億　　６２７万円 １０１億　　７４６万円

後期高齢者医療特別会計 ８億５，６４６万円 ８億４，５１５万円

下水道事業特別会計 ３７億　　６９５万円 ３６億６，８３８万円

農業集落排水事業特別会計 ２億６，３５２万円 ２億５，１５２万円

合併処理浄化槽事業特別会計 ３億１，７６２万円 ３億１，０６０万円

診療所特別会計 ３億４，９９２万円 ３億　　６９０万円

工業団地整備事業特別会計  ９，０９３万円 ８，１８４万円

１２１億２，８００万円 １３９億１，０２２万円

水道事業会計 ３０億２，３９４万円 ３６億９，４１７万円

病院事業会計 ９１億　　４０６万円 １０２億１，６０５万円

８２３億３，８１８万円 ８１６億５，７８３万円

※水道事業会計及び病院事業会計については収益的収入・支出及び資本的収入・支出の合計額を

　 記載しています。

事　業　会　計

合　　　　　　　　計

会　　　　計　　　　名

一　般　会　計

特　別　会　計

健全化判断比率の状況 (単位：％）

早期健全化

基準

財政再生

基準

早期健全化

基準

財政再生

基準

①実質赤字比率 赤字なし １１．９５ ２０．００ 赤字なし １１．９３ ２０．００

②連結実質赤字比率 赤字なし １６．９５ ３０．００ 赤字なし １６．９３ ３０．００

③実質公債費比率 ９．１ ２５．００ ３５．００ ９．４ ２５．００ ３５．００

④将来負担比率 ５８．０ ３５０．００ － ４７．２ ３５０．００ －

⑤資金不足比率 資金不足なし ２０．００ － 資金不足なし ２０．００ －

算決度年０３成平算決度年元和令

準基ため定が国準基ため定が国

率比の市原栗率比の市原栗

－ 4－


